
　　　　　　　　　　                 主    文

１　原告らの請求をいずれも棄却する。

２　訴訟費用は原告らの負担とする。

                                   事実及び理由

第１　請求

被告らは連帯して，原告ら各自に対し，１０万円を支払え。

第２　事案の概要

１　原告Ａは，亡Ａ’の妻であり，原告Ｂは亡Ｂ’の子であるが，大韓民国（以下「韓国」と

いう。）に居住していた亡Ａ’及び亡Ｂ’が死亡したため，原告らが，原子爆弾被爆者に対す

る援護に関する法律（以下「法」という。）３２条に基づき，大阪府知事（以下「府知事」と

いう。）に対し，葬祭料の支給申請をしたところ，府知事は，亡Ａ’及び亡Ｂ’が死亡の際に

大阪府に居住又は現在していなかったことを理由に各申請をそれぞれ却下した（以下「本件各

処分」という。）。本件は，原告らが，本件各処分が違法であり，精神的苦痛を被ったとし

て，被告らに対し，国家賠償法（以下「国賠法」という。）１条１項に基づく損害賠償を求め

ている事案である。

２　法の規定

(1)　被爆者等

法は，被爆者に対する保健，医療及び福祉にわたる総合的な援護対策を講じ，国として原子爆

弾による死没者の尊い犠牲を銘記するために制定された（法前文）。被爆者とは，原子爆弾が

投下された際当時の広島市若しくは長崎市の区域内又は政令で定めるこれらに隣接する区域内

に在った者及び当時その者の胎児であった者等であって，被爆者健康手帳の交付を受けたもの

をいう（法１条）。

被爆者健康手帳は，交付を受けようとする者の居住地（居住地を有しないときは，その現在

地。以下，単に「居住地」という。）の都道府県知事（広島市及び長崎市については市長。以

下では，単に「都道府県知事」という。）が，交付を受けようとする者の申請に基づいて審査

し，当該申請者が法１条各号のいずれかに該当すると認めるときに交付する（法２条１項，２

項，４９条）。

(2)　葬祭料の支給

　　　　都道府県知事は，被爆者が死亡したときは，葬祭を行う者に対し，政令で定めるとこ

ろにより，葬祭料を支給する。ただし，その死亡が原子爆弾の傷害作用の影響によるものでな

いことが明らかである場合は，この限りでない（法３２条）。

　　　　葬祭料は，被爆者の死亡の際における居住地の都道府県知事が支給するものとし，そ

の額は１８万９０００円とする（平成１６年４月１日政令第１５１号附則２項による同改正前

の原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行令（以下「施行令」という。）１９条）。

　　　　葬祭料の支給を受けようとする者は，葬祭料支給申請書に，死亡診断書又は死体検案

書を添えて，これを被爆者の死亡の際における居住地の都道府県知事に提出しなければならな

い（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則（以下「施行規則」という。）７１



条）。

３　争いのない事実及び証拠（書証番号は枝番を含む。）により容易に認められる事実

(1)　本件各処分に至る経緯

ア　原告Ａに対する処分

(ア)　亡Ａ’，原子爆弾が投下された当時，広島市に在った母の胎児であった者であり，府知

事より被爆者健康手帳の交付を受けていた者であるが（甲３），平成１６年２月６日，韓国の

慶尚南道金海市において死亡した（甲１，２）。なお，亡Ａ’が，最後に日本国内に有した現

在地は，大阪府である。

(イ)　原告Ａは，平成１６年２月８日，亡Ａ’の葬祭を行い（甲４），同年６月２３日，府知

事に対し，葬祭料の支給申請をした（甲５）。

(ウ)　府知事は，同年７月３０日，死亡した被爆者の死亡の際における居住地が大阪府でない

ことを理由に，同申請を却下した（甲６）。 

イ　原告Ｂに対する処分

(ア)　亡Ｂ’は，原子爆弾が投下された当時の広島市に在った者であり，府知事より被爆者健

康手帳の交付を受けていた者であるが（甲１０），平成１６年２月２５日，韓国の慶尚南道陜

川郡において死亡した（甲７，８，９）。なお，亡Ｂ’が，最後に日本国内に有した現在地は

大阪府である。

(イ)　原告Ｂは，平成１６年２月２７日，亡Ｂ’の葬祭を行い（甲１１），同年６月２３日，

府知事に対して，葬祭料の支給申請をした（甲１２）。府知事は，同年７月３０日，原告Ａと

同じ理由で同申請を却下した（甲１３）。

(2)　本件各処分が取り消された経緯

原告らは，平成１６年９月２１日，本件各処分の取消し及び国家賠償を求めて本訴を提起し

た。本件と同様，葬祭料の支給申請をしたが，被爆者の死亡の際の居住地が日本国内にないこ

とを理由に同申請を却下された者が，原告として，その却下処分の取消しを求めた事件（長崎

地方裁判所平成１６年（行ウ）第９号事件）において，長崎地方裁判所は，法３２条の「都道

府県知事」を被爆者死亡の際における居住地の都道府県知事であると限定解釈することはでき

ないとし，施行令１９条及び施行規則７１条の定めはその限度で無効であるとして，上記却下

処分を取り消した（甲１９）。控訴審の福岡高等裁判所も同判断を維持する旨の判決をし（甲

２４），控訴人である長崎市長は上告しなかったため，同判決は確定した。

府知事は，平成１７年１０月２０日，本件各処分を職権で取り消し（甲２５，２６），原告ら

は本件各処分の取消しを求める訴えを取り下げた。

４　争点及び当事者の主張

(1)　被告国に対する請求について

ア　国賠法上の違法について

（原告らの主張）

(ア)　厚生労働大臣が，施行令及び施行規則の改正（平成１５年政令第１４号，厚生労働省令

第１６号）に際し，葬祭料の支給につき，「被爆者」が日本国に居住又は現在しなかった場合

の定めを設けるべきであったにもかかわらず，そのような定めを規定しなかったこと，厚生労



働省の担当職員が，府知事に対し原告らによる葬祭料の支給申請を却下するよう指導したこと

は，国賠法上違法である。

法が国家補償的・人道的目的を有すること，法が健康管理及び各種手当の実施主体を都道府県

知事と規定しているのは，所定の援護と援護の実施主体とを連結するための管轄を定めたにす

ぎないことからすれば，日本に居住又は現在していない者について，法の適用を排除すること

はできない。

また，被告らは，葬祭料の支給の適正を確保するためにも，法３２条の「都道府県知事」を死

亡の際における居住地の都道府県知事であると解すると主張するが，日本国内の死亡診断書と

原告らの死亡診断書の記載内容はほぼ同じであること，日本国内に居住していれば国外で死亡

しても葬祭料が支給されることからすれば，妥当でない。

(イ)　被告らは，被告らの上記行為により，法律上保護された利益の侵害はないと主張する。

　　確かに，違法な行政処分には，その是正のために，行政不服申立てや取消訴訟が予定され

ているが，仮に，後で是正されたとしても，違法な行政処分が，「社会通念上甘受すべきもの

というべき一定の限度」を超える場合には，法的に保護すべき人格的な利益に対する侵害とし

て不法行為が成立する余地がある。そして，被告らは，日本国内に居住・現在していない被爆

者に対し，長年にわたり，根拠にならない理由を挙げ連ね，差別的な取扱いを続けてきた。原

告らは，大阪高等裁判所平成１４年１２月５日判決（以下「平成１４年判決」という。）の確

定によって，在外被爆者も日本国内に居住する被爆者と同等に扱われると信じていたにもかか

わらず，本件各処分を受け，誤った本件各処分により内心の静穏な感情を害されない利益を侵

害されたものである。実際，原告Ｂは，死に際しても不当な差別を受けたことに，「日本政府

から敵対視された」という感情まで抱いている。

　　なお，原告Ｂが，日本政府がかつて４０億円を拠出した在韓被爆者基金から葬祭について

の支給を受けていたとしても，上記４０億円はすでに使い果たされており，同基金は，韓国政

府によって運営されているから，これにより原告らの上記感情は緩むものではない。

（被告国の主張）

(ア)　国賠法１条１項の違法は，公権力の行使に当たる公務員が，個別の国民に対して負担す

る職務上の法的義務に違背して当該行為を行うことをいう。法令の解釈についても，仮に当該

解釈が誤っていたとしても，このことをもって直ちに国賠法上の違法が肯定されるわけではな

く，公務員が当該解釈を採用するに当たって相当の根拠がある場合には違法とはいえない。

被告らは，法３２条の葬祭料の支給を行う「都道府県知事」を被爆者死亡の際における居住地

の都道府県知事であると解し，その旨定めた施行令１９条及び施行規則７１条に従って事務処

理を行ってきた。施行令１９条及び施行規則７１条が，法３２条に反しているとしても，その

法解釈は国会の審議の経過を踏まえた立法者意思や立法経過（原子爆弾被爆者の医療等に関す

る法律（以下「原爆医療法」という。）及び原子爆弾被爆者に対する特別措置法（以下「被爆

者特措法」という。）において，被爆者健康手帳や各手当について，国外からの申請を一切認

めていなかったこと）からすると相当の根拠があり，これに従った被告らの行為は国賠法上違

法とはいえない。

また，国外からの葬祭料支給申請を認めると，①　国外の医師・医療機関が作成した死亡診断



書等は類型的に国内のそれと同様の信用性が担保されているとはいえず，②　少数言語で記載

された診断書が提出されても，都道府県知事において適切に翻訳し，その内容を審査すること

は困難であり，③　都道府県知事が，国外の医療機関に対し，照会等を行うことは極めて困難

であって，葬祭料の支給の適正を確保できない。

(イ)　また，法律上保護された利益の侵害がなければ，国賠法上違法があるとはいえない。原

告らは，葬祭料の支給申請を違法に却下されたことにより内心の静穏な感情を害されたと主張

するが，内心の静穏な感情が法的保護の対象となるのは，特別の病像を持つ水俣病認定申請の

ような特別の場合に限定されるべきであり，本件葬祭料の申請については，一般の行政認定申

請の場合と比較して独特で深刻なものということはできないから，上記静穏な感情は，法的保

護の対象とはならないというべきである。したがって，原告らについて法律上保護された利益

の侵害はなく，国賠法上の違法はない。

イ　故意又は過失の有無

（原告らの主張）

前記平成１４年判決が確定し，日本国外に居住地を移した被爆者に法の適用がないという昭和

４９年７月２２日衛発第４０２号各都道府県知事・広島・長崎市長あて厚生省公衆衛生局長通

達（以下「４０２号通達」という。）が廃止された以降は，ある事項に関する法律解釈につき

異なる見解が対立し，実務上の取扱いも分かれていて，そのいずれについても相当の根拠が認

められるという状況はなくなった。

よって，被爆者が死亡の際に，日本国に居住又は現在しなかった場合の葬祭料の申請に関する

定めを設けず，原告らの葬祭料支給申請を却下するよう指導したことについて違法性を認識す

べきであり，かつ，容易に認識し得るにもかかわらず，これを認識しなかった厚生労働大臣又

は厚生労働省の担当職員には，故意又は過失がある。

（被告国の主張）

ある事項に関する法律解釈につき異なる見解が対立し，実務上の取扱いも分かれていて，その

いずれにも相当の根拠が認められる場合に，公務員がその一方の見解を正当と解しこれに立脚

して公務を執行したときは，後にその執行が違法と評価されたからといって，直ちに上記公務

員に過失があったものとすることは相当ではない（最高裁判所昭和４６年６月２４日第一小法

廷判決・民集２５巻４号５７４頁，最高裁判所平成１６年１月１５日第一小法廷判決・民集５

８巻１号１５６頁参照）。

本件の場合，法３２条の「都道府県知事」は，実務上，死亡の際の居住地の都道府県知事と解

されており，本件各処分時にはこのような解釈を否定する確定した裁判例もなく，法の構造や

立法経緯等にかんがみれば，その解釈に相当の根拠が認められるから，このような解釈に従っ

て，施行令１９条及び施行規則７１条を改正しなかったことについて，厚生労働大臣に何ら故

意又は過失はなく，また，被告大阪府の職員からの照会に対する厚生労働省の担当職員の回答

についても，何ら故意又は過失はない。

(2)　被告大阪府に対する請求

ア　国賠法上の違法について

（原告らの主張）



府知事は，被爆者が死亡の際に日本国内に居住現在しないことを理由に葬祭料の支給申請を却

下することにつき相当の根拠がないにもかかわらず，同申請を却下したことについて，職務上

の注意義務違反がある。

（被告大阪府の主張）　　　　

行政機関は，法令に従った執行をすべき義務があるところ，法３２条の「都道府県知事」を居

住地の都道府県知事と解することに相当の根拠が認められるから，原告らの申請を却下したこ

とについて，府知事に何らの職務上の法的義務の違背はない。

また，同条に基づく都道府県知事による葬祭料支給事務は，第１号法定受託事務であり，全国

統一的な処理が必要とされるところ，府知事は，事前に厚生労働省の担当職員に対して照会

し，その回答を踏まえて，本件各処分を行った。よって，府知事は，本件各処分に当たり，職

務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と当該行為をしたということはできず，府

知事の本件各処分に国賠法上の違法は認められない。

イ　故意又は過失の有無

（原告らの主張）

府知事は，被爆者が死亡の際に日本国内に居住又は現在しないことを理由に葬祭料の支給申請

を却下することはできないことを認識すべきであり，かつ，容易に認識し得るにもかかわら

ず，これを認識しなかった府知事には，故意又は過失がある。

（被告大阪府の主張）

法３２条に定める「都道府県知事」は，実務上「死亡の際の居住地（居住地を有しないとき

は，その現在地とする。）の都道府県知事」と解されており，このような解釈を否定する確定

した裁判例もないこと，法の構造や立法経緯等にかんがみれば，その解釈に相当の根拠が認め

られる。したがって，府知事がこのような解釈に立脚して本件各処分を行ったことについて，

国賠法上の故意又は過失は認められない。

第３　当裁判所の判断

１　国賠法上の違法の有無について

(1)　国賠法上の違法の判断基準

国賠法１条１項は，公権力の行使に当たる公務員が，個別の国民に対して負担する職務上の法

的義務に違背して当該国民に損害を加えたときに，国又は公共団体がこれを賠償する責任を負

うことを規定したものである。

行政処分が違法であったとしても，直ちに国賠法上違法の評価を受けるものではなく，公務員

が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と当該行為をしたと認め得る事情があ

る場合に限り，同項の違法の評価を受けるものと解される。そして，この判断においては，行

政処分の要件充足性の有無とともに，被侵害利益の有無・性質，侵害行為の態様及びその原因

等の諸般の事情を考慮すべきであるが，本件各処分の要件充足性が認められる場合や原告らが

主張する被侵害利益への侵害が認められない場合には，同項の違法を認める余地がないので，

まず，これらの点を検討する。

(2)　本件各処分の要件充足性（法３２条の「都道府県知事」の解釈）

ア　府知事は，法３２条の「都道府県知事」を被爆者の死亡した際の居住地の都道府県知事と



解し，本件各処分をした。

　　そして，法が，葬祭料のほか，健康管理その他の各種手当の実施主体を都道府県知事と規

定していること（法第３章第２節，同第４節，同第５節），法の立法審議がされた平成６年１

２月６日の国会参議院厚生委員会において，政府委員が，法の適用は原爆二法と同様に日本国

内に居住する者を対象とするという立場であると答弁していること（乙２），法が後記のとお

り，非拠出制の社会保障法としての側面を有すること，国外の医師が作成した死亡診断書等に

ついては，その記載内容や信用性の審査が困難な場合も予想されることなど，被告らの主張に

沿う事情もある。

イ　しかし，①　本件各処分時においては，日本国外に居住地を移した被爆者の取扱いに関す

る４０２号通達が見直され（施行令及び施行規則の改正（平成１５年政令第１４号，平成１５

年厚生労働省令第１６号）），日本において手当の支給認定を受けた手当受給権者が出国した

場合及び日本において手当の支給申請をした者が出国した後に手当の支給認定を受けた場合で

あっても，その者に対し手当を支給するという取扱いがされていたこと，②　法は，非拠出制

の社会保障法としての性格を持つとともに，国家補償的配慮を根底にして，被爆者の特異かつ

深刻な健康被害等に着目し，国籍も資力も問わずこれを広く援護し，救済しようとするものと

解されること（法前文，原爆医療法に関する最高裁判所昭和５３年３月３０日第一小法廷判

決・民集３２巻２号４３５頁参照），③　法３２条の趣旨は，日頃から死に対する特別な不安

感を抱く被爆者への国家的な関心の表明として，被爆者が死亡した場合に，その葬祭を行う者

に対し葬祭料を支給することにより，被爆者の精神的不安をやわらげることにあること（乙

１），④　葬祭料の支給要件は，申請者が葬祭を行う者であることと被爆者が死亡したことで

あり，その死亡が原子爆弾の傷害作用の影響によるものでないことが明らかである場合に限っ

て，その支給を認めないというものである（法３２条）から，要件の判断のためには死亡診断

書等の書類審査や医療機関への照会等で足りることが多く，被爆者健康手帳の交付申請などの

場合とは異なり，被爆者が死亡の際に国内に居住又は現在したことが必ずしも必要でないこ

と，⑤　国外の医師・医療機関が作成した死亡診断書等は必ずしも国内のそれと同様の信用性

が担保されているとはいえず，少数言語で記載された診断書が提出された場合，都道府県知事

において適切に翻訳し，その内容を審査することが困難な場合もあり得るが，これらについて

は個別事案ごとの対応が可能であり，法３２条の被爆者から在外被爆者を一律に除外する十分

な理由とはいえないことなどに照らせば，法３２条の「都道府県知事」を被爆者の死亡した際

の居住地の都道府県知事と限定して解釈することは相当でなく，このような限定解釈に基づく

本件各処分は処分要件を満たさないというべきである。

(3)　被侵害利益の侵害の有無

ア　被告らの行為について，国賠法１条の違法性があるというためには，本件各処分により，

原告らの法律上保護された利益が侵害されたことが必要である。

そして，本件各処分のように，金銭の給付を求める申請が誤った法解釈に基づいて却下された

場合，申請者は，不快な感情を抱くのが通常であるが，この不快な感情は，金銭ないし金銭債

権という財産権の侵害に伴うものであるから，その後，同処分が職権により取り消され，申請

が認められるに至った場合には，原則として，財産権の回復とともに上記精神的な苦痛も回復



されたとみるべきである。

イ　原告らは，本件各処分により，「誤った処分により内心の静穏な感情を害されない利益」

を侵害されたと主張する。

　　確かに，人は，社会の中で内心の静穏を維持しながら生活できるという人格権を有してい

る。しかし，社会生活の中で，各人の価値観や考え方の相違などから，精神的な摩擦や葛藤が

生じることは避けられないものであり，このような葛藤が生じた場合，直ちに内心の静穏が害

されたとして，これを損害賠償の対象とすることは相当でない。社会生活の中で，他者から内

心の静穏を害されることがあっても，一定限度では甘受すべきものであり，内心の感情の動揺

が極めて大きく，社会通念上その限度を超える精神的苦痛を被ったと認められる場合に限り，

人格的利益として法的に保護されるものと解すべきである。　　

原告らは，本件各処分による精神的苦痛が上記社会通念上甘受すべき限度を超える理由とし

て，在外被爆者が長年にわたり差別的な扱いを受けてきたこと，平成１４年判決で在外被爆者

も同等に扱われると信じていたのに，本件各処分によりその信頼が裏切られたこと，これらに

より，原告Ｂは「日本政府に敵対視された」という感情まで抱いていることを主張する。　こ

のうち，被告らが，長年にわたり，在外被爆者に対しては被爆者特措法は適用されないとする

解釈を示した４０２号通達に準拠して法を運用してきたこと，原告らが，同通達の見直しによ

り，在外被爆者が死亡した場合にも葬祭料は支給されるという期待を持ったことは認められる

（原告Ｂ本人（８頁），弁論の全趣旨）が，被告らが差別的な意図を持って法を運用してきた

と認めるに足りる証拠はない。そして，葬祭料が，被爆者が特別な不安感を抱いていることに

対する国家的関心の表明として，死亡被爆者の葬祭を行う者（遺族に限らない。）に対し支給

されるものであり（乙６），その給付額は１８万９０００円であること，本件各処分の理由

は，法３２条の「都道府県知事」を被爆者死亡の際の居住地の都道府県知事と解した法解釈に

基づくものであり，亡Ａ’，亡Ｂ’及び原告らに固有の事情に基づくものでもなく，その法解

釈にも一応の根拠があったこと（前記(2)ア参照）なども併せて考えれば，本件各処分が原告

らの上記期待を裏切るものであったとしても，その精神的な苦痛は，本件各処分が職権で取り

消され，原告らに対し葬祭料が支給されれば回復されるものであり，原告らの内心の静穏が，

社会通念上甘受すべき限度を超える程度にまで侵害されたと認めることはできない。

なお，原告Ｂは，本件各処分が取り消されても，日本政府から敵対視までされた悔しさは和ら

がないという意見を述べる（甲３０の２）が，上記程度まで内心の静穏が害されたか否かは，

社会通念を基準に，客観的に判断されるべきであるから，原告Ｂがこのような感情を抱いてい

るとしても，上記判断を左右しない。

(4)　結論

このように，原告らが主張する被侵害利益に対する侵害の事実が認められない以上，その余の

点を判断するまでもなく，府知事が本件各処分をしたことに国賠法上の違法があるとはいえ

ず，厚生労働省の担当職員が，被爆者が日本国内に居住又は現在しなかった場合の定めを規定

せず，府知事に対し原告らの葬祭料支給申請を却下するよう指導したことについても，同様の

理由で国賠法上の違法があるとはいえない。

２　以上のとおり，原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとし，主文のとおり



判決する。
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